
 前回審議会の意見まとめ（退職手当の水準）
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現行支給率と最高裁判所裁判官
の退職手当支給率の平均値

最高裁判所裁判官の退職手当支給率
民間企業社長の退職金の平均支
給率

欧米では公選職には通常、退職
手当は支給しない

役員に退職金を出す民間企業は
半分もない

知 事
（現行）

副知事
（現行）

全国最低水準だということであれ
ば、最低の沖縄県でも100分の50
だが、それでも民間よりは高い水
準。

知事の職務についてもお聞きし、
非常に激務であるとの共通の認識
を持った。民意で選ばれたトップ、
その仕事のあり方をどのように見
るか。府の財政状況は厳しいが、
過去の公共事業の失敗もあり、現
在の人にその責任を負わせるの
か。知事の任期が終われば無報
酬になるということを考えれば、極
端に半額にするのもどうか。また、
どのような方がなってもきちんとし
た仕事をしていただける退職手当
を担保すべき。

2,500万円でも高いのでは。なり手
の問題や退職後の話もあったが、
財政を良くするという実力のある方
になってもらいたいのであれば、そ
ういうことは考慮しなくても良く、実
力のある方なら、辞めてからも自ら
で何とかできるのでは。

最高裁の基準であれば何とか府
民の理解を得られるのではない
か。

100分の20であれば、対外的な説
明もでき何の問題もないと思う。

現実的な支給割合として、100分の
20あたりでは。

府の財政状況や民間企業の社長
の水準から考えると、100分の20か
ら15ぐらいでは。

最高裁の水準に合わせるよりも、
地方自治の本旨を考えると、大阪
の長が率先して地方行政を変えて
いくという姿勢を示すのであれば、
民間企業の数字も一つの指標に
なると思う。（民間企業のデータを
精査すれば１００分の１０とか８に
なる可能性もある。）

大阪地域の民間企業の経済実態
を反映するとこの程度では。

先進国においては、地方議会議員
や首長に民間企業の退職慰労金
的なものを出すことはない。また、
大阪府の財政状況が非常に厳し
い状況下では、一つの考え方とし
て当分の間、退職金は支給しない
という考え方があってもいいので
はないか。地方分権が進んでいる
諸外国では、議員、知事の報酬も
少ないし、退職金はない。

先進諸国では国会議員年金があ
るが、理論付けは２つであり、黒い
お金に手を出さないということと、
ある程度の任期を務めると世代交
代して議会活動を促進するという
ことが全ての国に共通している。
理論的にはゼロでもいいと思う
が、現実的な対応を考えると100分
の10ぐらいでは。

民間の現状では退職金を出すこと
ができないことが多いので、100分
の15よりも下がるかも知れない。

民間の現状では退職金を出すこと
ができないことが多いので、100分
の15よりも下がるかも知れない。

ゼロならそれでもいいと思うが、知
事の権限、権能は非常に高いの
で、ある程度の生活を担保してお
かないと、ブラックマネー等、違う
方向にいく恐れがある。
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 ※支給額は、任期が４年（４８月）の場合

 ※現行の支給額は、現在の給料月額をもとに算出したもの。［知事：１４５万円、副知事１１４万円］
 ※１００分の４０～１００分の８ の支給額については、答申した給料月額をもとに算出したもの。［知事：１３１万円、副知事１０３万円］

 ※支給額の（      ）の額は、特例減額後の額 ［副知事：20％減額］。 なお、新知事の対応は未定。
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